
資料５ 

指定管理業務実施に当たっての留意すべき事項 

 

 

１ 人員配置 

 

  指定管理業務を円滑に実施するため、資料６「伊豆潮風館の組織体制図（例）」を参考とし

て適切な人員配置による業務執行体制を確保するとともに、業務の進行管理を担当する総括責

任者１名を配置してください。 

 

２ 指定管理業務実施基準等 

 

  実施基準等に記載した参照資料のうち、 

   ○清掃業務の各実施基準、 

   ○警備、防災業務の警備夜間巡回基準、 

   ○設備の保守管理業務、運転操作等の保守要領、 

   ○植栽管理業務の植栽管理業務作業基準 

   ○調理業務の献立内容 

 は、当該業務を実施するに当たっての最低基準を示したものです。 

 

  業   務   名 実   施   基   準   等 

１ 利用に関する業務 【参照資料】 

 ○資料７ 施設利用許可事務の流れ 

 ○資料８ 埼玉県伊豆潮風館条例 

 ○資料９ 埼玉県伊豆潮風館管理規則 

２ 利用料金の収受に関する 

業務 

 指定管理者が「伊豆潮風館条例」で定める額の範囲内で設定

し、知事の事前承認を受けた利用料金を徴収する。 

３ 施設、設備及び物品の維 

持管理に関する業務 

①清掃業務 

  客室・浴場・トイレ・パントリー・ロビー・階段等の清掃、

シーツ類の管理 等 

【参照資料】 

 〇資料１０   日常清掃業務実施基準 

 〇資料１０－１ 客室清掃実施基準 

 〇資料１０－２ 定期清掃実施基準 

②警備、防災業務 

  施設内外の巡回警備、非常事態・緊急時の対応、フロント

業務終了後の各種サービスの提供 等 

【参照資料】 

 ○資料１１ 警備夜間巡回基準 

 

 



  業   務   名 実   施   基   準   等 

３ 施設、設備及び物品の維 

持管理に関する業務 

（前頁の続き） 

 

③設備の保守管理業務、運転操作等 

  保守点検（消耗品及び材料の取り替え、ネジの増締め、注

油等の措置及び機能回復、耐久性の確保を図るための汚れ等

の除去、設備機器が原因で発生するレジオネラ菌等の対策、

測定機器及び目視等による日常点検・定期点検）、運転（設

備の操作及び作動状況の監視・記録）及び軽微な修繕 等 

【従事者の配置】 

 次の業務を行うための従事者を配置する。 

  ア 業務名 

    電気設備保守管理及び機械設備保守管理 

  イ 業務従事時間 

    原則として、午前８時から午後８時まで（県が必要と

認めた場合は、その指示による）とし、常時１名は従事

する体制を確保する。 

【参照資料】 

 ○資料１２   施設・設備等の維持管理業務に要する経費 

 ○資料１２－１ 施設・設備別の点検・検査・清掃一覧 

 ○資料１２－２ 保守要領 

 ○資料１２－３ 近年の修繕・改修工事実績 

 ○資料１２－４ 貸与予定の県有備品 

④植栽管理業務 

  植栽の剪定 等 

【参照資料】 

 〇資料１３   植栽管理業務作業基準 

 〇資料１３－１ 樹木等の種類と数量 

４ 福祉バスの運行に関する

業務 

 

 

【参照資料】 

 〇資料１４   リフト付き大型バス（さわやか号及びそよ      

         かぜ号）の利用方法 

 〇資料１４－１ リフト付き大型バスの運行状況 

         （直近４年度） 

５ その他施設の設置目的を

達成するために必要な事

業 

 

①調理業務 

【参照資料】 

 ○資料１５ 献立内容 

②利用者送迎業務 

【参照資料】 

  ○資料１６ リフト付きマイクロバスの運行状況 

       （直近４年度） 

③特別企画事業の実施 

④売店、スナック、娯楽室等の運営 

⑤その他必要な事業 

 



３ 関係法令の規定により必要となる有資格者 

 

  施設・設備の維持管理に当たっては、関係法令の規定により、次の資格を有する者が必要と

なります。 

資   格   名      配  置  す  る  根  拠 

甲種防火管理者講習修了者 

 消防法で規定する特定防火対象物で、収容人員３０人以上、

かつ延べ床面積３００㎡以上に該当するため、防火上必要な業

務を適切に遂行できる地位にある職員の中から、甲種防火管理

者講習修了者１名を選任し配置しなければならない。 

【管轄消防機関へ選任者の届出が必要】 

危険物取扱者免状甲種又は 

危険物取扱者免状乙種第４類 

 地下式貯油槽（灯油）【最大数量１０，０００Ｌ】の取扱い、

日常点検及び保安監督業務は、消防法の規定により危険物取扱

者免状甲種又は危険物取扱者免状乙種第４類のいずれかの所

持者に当たらせなければならない。 

【管轄消防機関へ選任者の届出が必要】 

一級又は二級ボイラー技士 

 温水ボイラー（電熱面積１４．８３㎡）の日常点検及び安全

管理業務は、労働安全衛生法の規定により特級、一級又は二級

のいずれかのボイラー技士有資格者に当たらせなければなら

ない。 

一級、二級、又は三級 

電 気 主 任 技 術 者 

 電気事業法に基づく自家用電気工作物（高圧６，０００ボル

ト受電）の自主保安監督業務を行うため、電気主任技術者を選

任しなければならない。 

建築物環境衛生管理技術者 

 施設は面積３，０００㎡以上の「特定建築物」に該当するた

め、建築物における環境的衛生の確保に関する法律に基づき、

建築物環境衛生管理技術者（通称：ビル管理技術者）を選任し

なければならない。 

食 品 衛 生 責 任 者 

 食品衛生法に定められた許可営業施設は、営業の許可を受け

るべき施設毎に、職員の中から食品衛生責任者を選任し配置し

なければならない。 

【管轄保健所へ選任者の届出が必要】 

 

 

 

 

 

 


